
１ はじめに 

我が国での臨床検査技師の養成教育は、1951年に兵

庫県で結核患者の社会復帰を目的に 1年間の教育を始

めたのが最初であると言われている。その後、1958年

に議員立法で「衛生検査技師法」が成立し、各地で衛

生検査技師教育養成所の指定規則による 2 年生教育が

開始された。教育内容は当時の社会的な背景を基に、

公衆衛生に関する寄生虫や伝染病検査の講義や実習が

主であった。1966 年に指定規則が改変され後、更には

1970 年には「臨床検査技師法・衛生検査技師等に関す

る法律」が閣法で成立し、臨床検査技師には採血や一

部の生理検査の業務拡大が成立し、教育年数の 3年間

となるとともに、厚生労働大臣免許である国家試験と

なった。 

その後も、日臨技は教育機関で構成する現日本臨床

検査学教育協議会と意見調整をしつつ、教育カリキュ

ラム改正運動を展開してきたところ、1986 年、2000年

にも指定規則や指導要領の改正があり、カリキュラム

の大綱化されるとともに、教員の規定や臨地実習の義

務化も実施され、現在に至っている。 

２ これまでの基本的な立場 

このような歴史的な経緯を踏まえ、当会は我が国で

唯一の臨床検査技師の職能団体であり、学術団体であ

ることから、日臨技が将来の臨床検査技師像を掲げ、

その到達に向けて法制度対策を充実し、事業展開する

責務があり、見直しの時期を巡ってこれまで関係省庁

と折衝を図ってきた。 

３ 今回の取り組み 

時代的な背景としては、我が国は世界一の長寿国と

なったが、少子化・高齢化が急速に進むと同時に人口

減少も急速に進んでいる。当面、団塊世代が 75歳を迎

える医療・介護の需要が増大する 2025年に向けて、平

成 26 年 6月 18 日「医療介護総合確保推進法」が成立

し、地域包括ケアシステムの構築に向けて医療政策が

進められ、医療機関の機能分化が進んでいる。一方、

臨床検査が常に直面してきた技術革新という面では、

科学技術の進歩とともに医療は高度・分化する中で、

遺伝子技術を用いた診断・治療が開発され、実用化さ

れようとしています。更には、第 4次産業革命の到来

により、近い将来人工知能、ＩοＴ、ロボットを搭載

した検査用機器の登場も予想されます。 

このような時に、チーム医療の推進やゲノム医療な

ど先進医療の展開が図られる中、検体検査の精度管理

や検体採取など医療法や臨床検査技師等に関する法改

正などが実現しました。 

当会として、臨床検査技師育成課程は 4年制の大学

教育が 7割を超え、次々と大学院が創設される中で、

時代に即した教育制度の見直しの検討を 2年間かけて

実施してきた。今回、組織内での結論を経て、主務官

庁の見直しの要望書を提出し、国での検討会の開催を

要請する予定である。 

４ 見直し案の要点 

これまでの論議では、現行制度の問題点として養成

課程において指定校制と承認科目制があり、多岐にわ

たる受験資格制度であることなどから、国家試験受験

資格制度を見直し、同一の教育内容、時間数とする。

また、教育内容の見直しでは 95 単位から 102 単位の

大幅に増やし、臨床実習を充実させることが含まれて

いる。 

具体的には、承認科目制となっている大学において

も、医療の現場で臨床検査技師として必要な知識と技

術を教えるために、教育単位数としては、保健医療福

祉や臨床病態学、生理機能検査学、医療安全管理学を

増やし、生物化学分析検査学や検査総合管理学を減ら

し、遺伝子関連・染色体検査学など科目名称の変更も

行うこととされている、更に、臨地実習を臨床実習に

名称変更し、7単位から 12単位へ大幅に増やす案とな

っている。 

更に臨床実習指導者の要件の見直しも含まれている。 

５ まとめ 

今後は厚生労働省での検討会において、医療技術職

の養成課程おける指定規則の見直しとして取り上げら

れる予定である。そこでは、関係者や学識見識者によ

り審議・検討され、結論を得て制度化に向けて法律の

整備などに法制化に向かうものと期待している。 

 今回の経緯を踏まえ、高等教育化が進む中、今後の

養成校や臨床実習病院に期待するもの、そして、当会

として今後の臨床検査技師の教育はどのように取り組

むべきか。将来の臨床検査技師像の見据え、医療技術

職としてどう考えるべきかについて述べる。 
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